別紙様式
平成23年度当初予算　　　支出科目　款：土木費　項：都市計画費　目：都市計画総務費

	事業名: 都市計画区域マスタープラン策定事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　　都市建築部 都市政策課 地域計画担当　電話番号：058-272-1111（内3756）

　　　　　　　　　　　E-mail：c11654@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：218千円（前年度予算額：1,500千円）

	事業内容


	１　事業の内容


　平成15～16年度に策定した『都市計画区域マスタープラン(※1)』については、計画年次が平成22年となっており、改定時期を迎えている。
前回の策定時と比べ、人口減少・少子高齢化等岐阜県の都市をとりまく状況は大きく変化しており、大幅な見直しが必要である。
また、平成の大合併により県内市町村が99から42へ大きく再編され、都市計画区域そのものの見直しも必要となっている。
さらに、これまでの拡大成長を前提とするまちづくりの在り方(拡散型都市構造)を放置した場合、交通弱者の増大、都市の財政圧迫、中心市街地の一層の衰退などが懸念され、都市が立ちゆかなくなる恐れがあることから、今後の人口減少・少子高齢社会に対応し、都市機能が集約した「集約型都市構造(コンパクトシティ)(※2)」の実現を図るよう転換させる必要がある。
本事業は、その実現を目的として平成18年度に策定した『岐阜県都市政策に関する基本方針』に基づき、高山都市計画区域マスタープランを改定するものである。

　(※1) 都市計画法第6条の2に定める「都市計画区域の整備、開発及び保全の方針」
をいう。一体の都市として整備、開発及び保全すべき区域として定められる都市計
画区域全域を対象として、その区域ごとに、都道府県が一市町村を超える広域的な
見地から、以下のような都市計画の基本的な方針を定める。
　・都市計画の目標

　・区域区分(都市計画区域を市街化区域と市街化調整区域とに区分すること)の

　　決定の有無及び当該区域区分を定めるときはその方針

　・土地利用、都市施設の整備、市街地開発事業及び自然的環境の整備又は保全
に関する主要な都市計画の決定の方針
　(※2) 都市の郊外化・スプロール化を抑制し、徒歩・自転車交通圏内に各種都市機能　

　　を集積させる拠点を位置付け、拠点とその他の地域を公共交通ネットワークで連携　

　　させる都市構造をいう。
　なお、都市計画区域マスタープランを改定するために必要な以下の手続きを行う。

（１）県関係機関、関係市町との調整及び素案の作成

（２）国関係機関との下協議・調整
（３）都市計画手続（公聴会、都市計画審議会の開催等）
（４）都市計画決定
	２　所要経費


（1） 旅費　　　　　　　　　　　　　　77
（2） 需用費（印刷費等）　　　　　　　29
（3） 役務費（筆耕費等）　　　　　　　27
（4） 委託料（県公報作成費）　　　　　75
（5） 使用料及び賃借料（会場借上費）　10
	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


Ⅱ ふるさと岐阜県の資源を活かした活力づくり
４ 人が集まり、経済が循環する、拠点性の高い地域をつくる
・県都市計画区域マスタープランの見直しにより、都市の更なる郊外化を抑制する
	２　これまでの取組状況


高山都市計画区域を除く県内26都市計画区域のマスタープランについては、市町申出素案をベースとした改定案を作成し、国関係機関との下協議・調整を行った上で、都市計画手続を進めており、残る高山都市計画区域においては、都市計画区域拡大について地元調整を行ってきた。
なお、マスタープラン策定にあたっては、幅広い関係者や住民の参画を得ていく方針で進めており、素案検討段階での都市計画審議会への報告、パブリックコメントの募集、公聴会の開催などを実施した。
	３　これまでの取組に対する評価


高山都市計画区域を除く県内26都市計画区域のマスタープランは平成22年度中に都市計画決定する予定である。
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄付金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度

予算額
	1,500
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	1,500

	要求額
	218
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	218

	決定額
	218
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	218
































